
NO 委員名 区分 該当項目 頁 意見 対応

1 山本委員
青木委員

基本
構想

策定に当
たって

2 ・ 基本構想は、目標年次が2025年
の長期計画でありながら、東日本大
震災や原発事故への対応を強調しす
ぎているのではないか。

2 江口委員
三井委員

基本
構想

策定に当
たって

2 ・ 災害などへの対応は行政が果た
すべき役割であり、東日本大震災や
原発事故を踏まえた対応をはっきり
と位置づけることは政策としてある
べき姿である。

3 土井委員 基本
構想

政策展開の
基本的視点

12 ・ 震災や放射能などへの対応ばか
りが記載されているが、根本的な安
全保障なども記載した方がよいので
はないか。

　政策分野別の基本方向の安全・安
心において、生活の安心や犯罪のな
い地域づくり、基地対策などの推進
などについても、記述しておりま
す。

4 三井委員 基本
構想

政策分野別
の基本方向

18 ・地域資源を生かした産業の振興で
は、「多様な担い手と連携し」の記
述が削除され、「商店街などが中心
となり」と変更されているが、まち
の中心が商店街ではなくなりつつあ
る方向と逆行するのではないか。変
わったのであれば説明が必要なので
はないか。

　商店街については、やる気を持っ
た商店街の若手商業者などと、地域
の多様な担い手とが連携しながら地
域自らがにぎわいづくりなどに取り
組む場合に、モデル的な取組みとし
て県が支援を行っていますが、ご意
見を踏まえ、より分かりやすく記述
を修正しました。

5 青木委員 基本
構想

政策分野別
の基本方向

19 ・ 「非正規雇用労働者」への対策
の方向が何も記述されていないが、
言葉としてはっきりと入れるべきで
はないか。

　非正規雇用労働者については、か
ながわ若者就職支援センターなどに
おいて、正規雇用をめざしたセミ
ナーなどによる支援を行っています
が、非正規労働者のみに対象を限定
するものではないことから、障害者
や女性、若年者など様々な就業支援
として記述しております。

6 大久保委員 基本
構想

政策分野別
の基本方向

20 ・ 2025年には確実に高齢者が増加
するなかで、在宅でどう死を迎える
かと言ったテーマも重要であり、認
知症やその介護などへの対応を基本
構想にも記述するべきではないか。

　ご意見を踏まえ、認知症への対応
について、基本構想に記述を追加し
ました。

7 青木委員 基本
構想

政策分野別
の基本方向

24 ・ 「コミュニティビジネス」や
「ソーシャルビジネス」などについ
ても、新しい公共の担い手として、
はっきりと位置づけるべきではない
か。

　コミュニティビジネスやソーシャ
ルビジネスは、ＮＰＯなどが主体と
なって地域の課題の解決に取り組む
事例が多いことから、県の支援はＮ
ＰＯへの支援という形で行っており
ます。

8 山本委員 基本
構想

政策分野別
の基本方向

26 ・エネルギーを重視するのであれ
ば、もう少し未利用エネルギーにつ
いて具体的に記述するべきではない
か。

　ご意見を踏まえ、未利用エネル
ギーについて、例示の記述を追加し
ました。

　基本構想の見直しは、これまでの
政策の方向性について、東日本大震
災及び福島第一原子力発電所の影響
を加えて見直しを行うものですが、
ご意見を踏まえ、2025年に向けた趣
旨を明らかにするため、記述を修正
しました。
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NO 委員名 区分 該当項目 頁 意見 対応

9 大久保委員 実施
計画

PJ7 19 ・医食農同源に「健康増進に役立つ
食品の研究」とあるが、特定の食品
を食べ続けることが健康増進になる
のではなく、バランスよく食べるな
どが重要であり、むしろ、健康被害
などにつながっているので、誤解を
受けるような表現は改め、「食のあ
り方」などの表現とするべきであ
る。

　ご意見を踏まえ、「食品」を
「食」と修正しました。

10 藤井委員 実施
計画

PJ7 19 ・ねらいに「長生きしてよかったと
思える日本一の医療体制の確立」と
あるが、長生きすることと、日本一
の医療体制の確立はつながらないの
で、「日本一の医療体制の確立」だ
けでいいのではないか。

　この「ねらい」は、健康づくりも
含め、病気にならないことも医療で
あり、また、病気になっても安心で
あることの双方を意味しておりま
す。
　なお、県民参加意見等を踏まえ、
「県民や患者が納得する医療先進県
の実現」としました。

11 土井委員 実施
計画

PJ10 22 ・ 男女共同参画のプロジェクトが
なくなったようだが、ジェンダーや
マイノリティなど多様な人々の多様
なあり方を包含するようなプロジェ
クトとして復活してほしい。

　男女共同参画については、「男女
がお互いに尊重しともに活躍できる
社会づくり」のプロジェクトに位置
づけました。

12 曽委員 実施
計画

PJ11 23 ・様々な外国籍県民の課題がある中
で、特に、日本の学校教育について
いけない外国籍県民の子どもの問題
は、将来大きな問題となるため、何
らかの位置づけをするべきではない
か。
　また「多文化社会づくり」で、
「外国籍県民がくらしやすい環境づ
くり」とあるが、外国籍県民の中に
は既にコミュニティがあり、そうし
たコミュニティや、「外国籍県民か
ながわ会議」などの蓄積、学校など
を活用していく必要がある。

　外国籍県民の子どもに対する教育
については、日本語学習の支援など
を｢多文化共生の地域社会づくり｣の
プロジェクトに位置づけておりま
す。
　また「外国籍県民かながわ会議」
については、これまでの蓄積を踏ま
え、着実に取り組んでいることか
ら、主要施策602に「外国籍県民か
ながわ会議」の記述を追加しまし
た。

13 曽委員 実施
計画

PJ17 34 ・ 「商業」はまちづくりでも産業
でも大きな分野だと思うが、商店街
は入っていても、「商業」という位
置づけがなく、商業をまちの機能と
して捉えていないような印象があ
る。

　「商業」に係る県の取組みの範疇
としては、商店街の振興支援が中心
であることからこのような記載とし
ています。

14 笹生委員 実施
計画

主要施策

プロジェク
トと主要施
策の関係

59
～
64

・ 主要施策がどのプロジェクトと
関連するのかなど、関係が分かりに
くいのではないか。

　ご意見を踏まえ、プロジェクトと
主要施策の関係について、新たに記
述を追加しました。

15 三井委員 実施
計画

計画推進

数値目標

67
～
77

・ 各プロジェクトの目標を掲げて
いる理由について、なぜこの目標な
のかについて、位置づけや積極的な
意味の説明が必要ではないか。ま
た、例えば、産業では、企業誘致件
数と新技術の事業化件数が目標に
なっていたのが、新技術の開発件数
だけになっているなど、目標を変更
した理由なども必要ではないか。

　ご意見を踏まえ、全プロジェクト
について複数の数値目標を設定し、
一覧としました。
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16 土井委員 実施
計画

計画推進

数値目標
PJ5

68 ・「犯罪や事故のない安全で安心な
まちづくり」の目標が「体感治安の
向上」とあるが、個人の主観的な感
情によるものよりも、実際に治安が
改善されたことを表す指標の方がよ
いのではないか。

　刑法犯認知件数はピーク時(2002
年)の19万件から2010年は9万件と大
幅に減少しているにもかかわらず、
県民ニーズ調査における治安満足度
は依然として回復していないため、
ひったくりや振り込め詐欺などの県
民に身近な犯罪や不安を与える凶悪
犯罪の抑制・検挙などを推進し、治
安満足度を向上させていくことを目
標としました。

17 土井委員 実施
計画

計画推進

数値目標
PJ11

71 ・「多文化社会づくり」の目標につ
いては、講座の参加者数などではな
く、外国籍県民などへの差別をなく
すことを反映するような目標がよい
のではないか。

　外国籍県民への差別に関する指標
を数値として把握することは困難で
すが、他によい数値目標がないか検
討します。

18 青木委員 実施
計画

計画推進

数値目標
PJ20

74 ・「水のさと　かながわ」づくりの
目標が、イベントへの参加人数なの
は違和感がある。例えば、水の需給
率などの方が分かりやすい。

　ご意見の本県の水の需給率はほぼ
100％となっており、数値目標に掲
げることは困難です。
　なお、本プロジェクトは、水の恵
みを活かした地域振興をめざすもの
であることから、現数値目標を置い
ていますが、地域の活性化につなが
る目標として水に着目した入込観光
客数などを追加しました。

19 青木委員 実施
計画

計画推進

数値目標
PJ24

76 ・　就業支援の目標として、キャリ
アカウンセリングなどによる雇用の
ミスマッチの解消件数などを入れる
べきではないか。

　就業支援については、離職者など
が企業の求めるような職業能力を身
につけることにより、一人ひとりの
希望に応じた就職を実現することを
目指していることから、職業技術校
生の就職率を目標としていますが、
ご意見を踏まえ、かながわ若者就職
支援センターで就職支援を受けた人
の進路決定者数についても、目標に
加えました。

20 青木委員 実施
計画

計画推進

数値目標
PJ27

77 ・「インターチェンジまで５キロ以
内の地域の割合」の目標は分かりに
くいため、渋滞時間の減少などを目
標にするべきではないか。

　渋滞の解消は道路整備などの効果
を図るために分かりやすい指標です
が、数値を把握する統計がないこと
から、目標としての設定は困難で
す。交通ネットワークの充実をめざ
す指標として「通勤・通学、買物な
ど日常生活のための交通の便がよい
こと」に関する県民意識の向上を目
標に追加しました。
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